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研究成果の概要（和文）：本研究は，組織間関係における分析を2社間におけるサプライチェーン関係から3社間
におけるサプライチェーン関係にまでその範囲を拡張するとともに，売り手企業を起点としたサプライヤーと買
い手企業の3社間の関係について分析を行っている。分析の結果，3社間取引の上流部門と下流部門との取引関係
の有無および取引期間の長さが，売り手企業の業績に異なる影響を及ぼすことが明らかとなった。また上流部門
と下流部門との取引構造は大きく異なっており，従来行われてきた2社間のみのサプライチェーンの分析だけで
は，組織間関係におけるリスクやベネフィットを明らかにできないことを示す結果となった。

研究成果の概要（英文）：This study investigates whether and how inter-organizational relationships 
affect supplier’s financial performance, with an emphasis on a focal firm’s financial performance 
in triadic supply chain relationships. Using a sample of Japanese manufacturers from 2001 to 2012, 
our analysis reveals several findings. 
Results of this study shows the inter-organizational relationships continues in spite of low profits
 and there is an asymmetric relationship between upstream and downstream of inter-organizational 
relationships.

研究分野： 管理会計
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１．研究開始当初の背景 
産業組織研究や SCM研究領域において売り

手企業と買い手企業の関係といった組織間
関係において、長期的な取引の継続や協調的
な関係構築が戦略上有用であることが数多
く指摘されている。たとえばAnderson (1995)
は、売り手企業と買い手企業が協調的関係を
構築することによって、価値創造をもたらす
とともに組織間における取引コストを削減
することが可能となることを指摘している
し、Gosman and Kelly (2004)は、売り手企
業と買い手企業間の良好な関係を組織資本
インタンジブルズとして企業価値創造に影
響を及ぼす要因の１つとみなしている。 
このような売り手企業と買い手企業間の

関係性強化によって、売り手企業と買い手企
業のいずれかにメリットがもたらされるの
かについていくつか先行研究がなされてい
るが、これまでのところ一致した見解が得ら
れていない。たとえば Gosman and Kelly 
(2004)は、サプライチェーン戦略が企業の収
益性に及ぼす影響については一定でなく、売
り手企業､買い手企業あるいは双方の企業に
ベネフィットをもたらすか否かについては
取引時の交渉力や産業の集中度などに依存
すると指摘している。 
また売り手企業と買い手企業間の関係を

協調的なものと捉えるのか，あるいは競争的
なものと捉えるかによって，議論される前提
が異なることによって自ずから得られる結
果も異なってくることから、これまでの相互
依存関係理論では組織間の関係性を維持す
る合理性に関して十分な説明がなされてこ
なかった。 

 
２．研究の目的 
本研究は、従来のビジネスマーケット(B to 

B）分析で用いられている 2 組織間モデルを
拡 張 し た 3 組 織 間 取 引
（Supplier-Seller-Buyer）モデルの構築を
試みることによって、特定企業との関係性を
重視する戦略が企業間のみならずチェーン
レベルに及ぼす影響について明らかにする
ことを目的としている。具体的には、有価証
券報告書に記載されている主要顧客に関す
る情報等を用いて、企業間およびチェーンレ
ベルにおける取引集約度、取引継続性、協調
的取引関係といった要因が3企業間それぞれ
の企業業績にどのような影響を及ぼすかに
ついて実証分析を行うともに、チェーンレベ
ルでの価値創出をもたらすための資源共有
といった新たな観点からモデルの構築を目
指す。 
３．研究の方法 
本研究では、（１）有価証券報告書に記載

されている主要顧客に関する情報を用いて
組織間関係における主要顧客の存在および
その比率の大きさが企業行動および業績に
及ぼす影響について会計データを用いた実
証研究を行うこと、および（２）日本の大規

模小売業に着目し、これらの企業を主要顧客
とするサプライヤーのみをサンプルとした
分析をすることによって購買パワーが取引
関係にどのような影響を及ぼすかについて
ケーススタディを行うとともに、顧客関係性
への時系列的な変化について分析すること
によって、関係性構築への探索段階、進展段
階および発展段階での売り手企業と買い手
企業の行動パターンおよびそれに伴う業績
への影響について明らかにし、最終的に主要
顧客関係性構築に向けたそれぞれの段階に
おける適切な資源配分行動についてのモデ
ル構築を目指す。 
４．研究成果 
本研究は，売り手企業を起点とした 3社間

取引関係に着目し，上流部門と下流部門との
関係性が売り手企業の財務業績に及ぼす影
響について分析を行った。具体的には，3 社
間の組織間関係を売り手企業をノード（結節
点）としてサプライヤーから資源を調達する
といった上流部門における 2 社間の関係と，
その資源を買い手企業に提供するといった
下流部門との 2社間の関係から構築されてい
るとみなすことによって上流部門と下流部
門それぞれの関係性やパワー構造が売り手
企業の財務業績に及ぼす影響について検証
を試みた。 
まず3社間取引における売り手企業のROA，

ROE，売上高営業利益率，売上原価率，販売
費及び一般管理費率，CCC（キャッシュ・コ
ンバージョン・サイクル），棚卸資産回転率，
売上債権回転率，および支払債務回転率につ
いて記述統計量の比較を行った。その結果，
収益性を表す ROA，ROE および売上高営業利
益率のいずれも主要顧客（買い手企業）を持
たない売り手企業のほうが，主要顧客を持つ
売り手企業よりも平均値および中央値が高
いという結果が得られた。 
売上高に占める売上原価および販管費の

比率については，主要顧客（買い手企業）を
持つ売り手企業の売上原価率の平均値（中央
値）が高く，販管費率の平均値（中央値）が
低いという結果となった。棚卸資産と売上債
権の回転状況については，主要顧客（買い手
企業）を持つ売り手企業の棚卸資産回転率と
売上債権回転率の平均値（中央値）がいずれ
も主要顧客を持たない企業よりも高いこと
が示された。 
つぎに 3社間のサプライチェーンの上流部

門であるサプライヤー企業と売り手企業間
における取引関係の有無が売り手企業の収
益性や効率性に及ぼす影響についての分析
を試みた。その結果，ROA，ROE および売上高
営業利益率のいずれもサプライヤー企業と
取引関係を持つ売り手企業のほうが，サプラ
イヤー企業を持たない売り手企業よりも平
均値および中央値が高いという結果が得ら
れた。 
売上高に占める売上原価の比率について

は，サプライヤー企業と取引関係を持つ売り



 

 

手企業の売上原価率の平均値（中央値）が低
いという結果となった。 
販管費に関してはサプライヤー企業と取

引関係を持つ売り手企業の販売費率の平均
値（中央値）が低いという結果となり，販管
費率に関しては 3社間取引の上流部門と下流
部門とで同じ結果がとなった。 
棚卸資産と仕入債務の回転状況について

は，サプライヤー企業を持つ売り手企業の棚
卸資産回転率と仕入債務回転率の中央値が
いずれもサプライヤー企業を持たない企業
よりも高いことが示された。またキャッシ
ュ・コンバージョン・サイクル（在庫回転日
数+売上債権回転日数－支払債務回転日数）
についてもサプライヤー企業を持つ企業の
平均値（中央値）のほうが短いという結果と
なった。 
さらに本分析では，サプライヤー企業と買

い手企業の存在の有無および取引期間の長
さが，売り手企業の業績にどのような影響を
及ぼしているかについて回帰分析を行った。
その結果，売り手企業の売上原価率に関して，
サプライヤー企業との取引が存在すること
によって売り手企業の売上原価率を低減さ
せるという負の有意な結果となった。また買
い手企業との取引がある場合には，売り手企
業の売上原価率が上昇するといった正の有
意な結果が示された。 
取引期間の長さが売り手企業の業績に及

ぼす影響については，サプライヤー企業との
取引期間が長くなるにつれて売り手企業の
売上原価率が上昇する傾向がみられ，買い手
企業との取引期間についても売り手企業の
売上原価率を上昇させるという結果が得ら
れた。 
つぎに売り手企業の販売費及び一般管理

費率にサプライヤー企業および買い手企業
との取引の存在が及ぼす影響については，サ
プライヤー企業との取引によって売り手企
業の販売費及び一般管理費率が増加し，買い
手企業との取引は売り手企業の販売費及び
一般管理費率を減少させるといういずれも
統計的に有意な結果が得られている。 
売り手企業の棚卸資産回転率に関しては，

サプライヤー企業との取引が存在すること
によって売り手企業の棚卸資産回転率が低
くなり，逆に買い手企業の存在によって売り
手企業の棚卸資産回転率が高くなるという
結果が得られた。売り手企業の CCC に関して
は，買い手企業との取引関係が売り手企業の
CCC を短くするといった統計的に有意な結果
となった。3 社間取引の期間に関しては，サ
プライヤー企業との取引期間が長くなると，
売り手企業の CCCが短くなるという結果が得
られ，取引関係の有無のほかに期間の長さが
影響していることが明らかとなった。 
取引関係性が主要顧客企業の収益性にプ

ラス（あるいはマイナス）の影響を及ぼすの
かについては，サプライヤー企業との取引関
係があることによって売り手企業の収益性

指標（ROA・ROE）に負の影響を及ぼしている
ことが明らかとなった。なお買い手企業との
取引関係については，売り手企業の収益性指
標との統計的に有意な結果を得ることがで
きなかった。3 社間取引の期間に関しては，
サプライヤー企業との取引期間が長くなる
と，売り手企業の収益性指標（ROA・ROE）が
高くなるという結果が得られ，買い手企業と
の取引期間については ROEのみ統計的に有意
な正の結果が得られた。3 社間取引における
売り手企業の収益性指標については，取引期
間の長さが正の影響を及ぼしていることが
明らかとなった。 
本研究では，わが国で初めて 3社間取引関

係について実証分析を行ったものであり，従
来の2社間分析では必ずしも明確にされてこ
なかった収益性が低いにもかかわらず取引
関係を継続する要因について明らかにした
ほか，組織間関係における上流部門との関係
と下流部門との関係が対称ではないことを
示すことができた。しかしながら 3社間取引
を統合したチェーンレベルでの分析などに
ついては本研究では明らかにすることがで
きなかった。この点については今後の検討課
題としたい。 
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